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とコーポラ
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だったといってよい。第二次大戦の歴
史的意味は、前線の兵士のみならず銃後の市民
をも戦争へと動員する総力戦体制のもとで遂行
された戦争であったところにある。総力戦の起
源は、第一次大戦期の英国に由来するともいわ
れる。1911年、ロイド・ジョージの主導のも
と国民保険法が成立する。そのロイド・ジョー
ジは、第一次大戦中に軍需相として、戦時軍需
産業法統制による経済統制をすすめ、軍事物資
の調達をはかったのだった。社会保障制度と総
動員体制が一人の人物に結びつくというのは、
象徴的である。国民の戦争へと総動員と社会保
障制度の拡充は、いわばバーターの関係にあっ
たのだ。さらに歴史の狡知とも呼ぶべきであろ
うか、ロイド・ジョージによる挙国一致内閣に
おいて労働党は政権参加を果たす。そして、保
守党と労働党による二大政党体制へとむかうな
かで、福祉国家を共通の地平として共有しなが
ら、そのなかで政治的利害調整をおこなう政党
政治が確立してゆくのである。そこでは、保守
勢力と社会民主主義勢力のあいだに、決定的な
違いを見いだすのはむしろ難しい。持続的な経
済成長、雇用対策、社会保障の拡充によって、
資本主義がもたらすリスクを軽減し、広範な国
民階層にたいしてヨリ豊かな生活を保障しよう
とするものであった。ここでは、戦後英国の二
大政党制をさして用いられる「コンセンサス・
ポリティクス」を、英国特殊現象として捉える
のではなく、一般的調整様式概念として用いる
こととする。
コーポラティズムもまた、イタリア・ファシ
ズムにおける国家コーポラティズムに見られる
ように、戦時総動員体制においてその社会実験
がおこなわれ、第二次大戦後に可能性が追求さ
れたシステムであろう。北欧諸国でのネオ・コ
ーポラティズムが知られてはいるが、政府・労
働組合・経営者団体の協調にもとづいて、国家
の再分配、労働と資本の利潤分配、労働諸条件
と社会保障などが決定される、という点は先進
資本主義諸国にも共通して見られるものである。
コンセンサス・ポリティクスとコーポラティ
ズムとは、階級政治という観点に立つならば、
それは「危険な階級」の体制への懐柔と包摂を
意味した。社会保障制度と総動員体制は、労働
者階級を国民へと統合しようとするものであっ
た。階級闘争を政党と労働組合によって代表さ
せ、政党政治とコーポラティズムによる利害調
整のなかに囲い込んでしまうこと、これこそは、
レーニンがロイド・ジョージ主義として批判し、
おそれていた階級闘争の制度化、労働者階級の
体制への包摂であった。コンセンサス・ポリテ
ィクスとコーポラティズムは、第二次大戦後に
調整様式の主要素として、また先進資本主義諸
国に共有される要素として、機能してきたとい
ってよい。もっとも、ここでつけ加えるべきこ
とは、コンセンサス・ポリティクスとコーポラ
ティズムは、戦後勢いを増した労働運動の圧力
と大衆の民主化要求にたいする資本と国家の妥
協でもあったということだ。
ところが、1970年代にははやくも、この蓄
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積様式の限界が見えはじめる。合衆国やヨーロ
ッパ（ドイツをのぞく）にあっては、製造業の
立地としての限界がすでに露呈しており、利潤
率の低下傾向は明らかであった。コーポラティ
ズムによって支えられてきた高賃金、福祉国家
への税負担は、すでに資本にとっての重荷にな
り始めていた。高賃金と社会保障は、労働者階
級の体制内への包摂を意味するとともに、大衆
の圧力によって国家と資本が余儀なくされた妥
協でもあった。つまり、資本にとって、コンセ
ンサス・ポリティクスとコーポラティズムを中
心とする調整様式は桎梏となっていたのだ。さ
らに、大衆と労働者の運動は、国家と資本の用
意した地平とその限界を突破しようともしてい
た。すなわち、新左翼的な運動は政党政治を拒
絶するものであったし、職場占拠闘争は労働組
合による条件闘争を否定した――その闘争は賃
労働そのものの否定である――のだった。
190年代後半とは、資本と国家の側からもそ
して大衆の側からも、体制の限界というものが
明らかになった時代であった。そのような状況
のなかで、198年の世界同時的な蜂起が起こ
ったのである。それは、今のところ大衆の敗北
に終わったと評価づける他ない。そして、国家
と資本による反革命が進行した。大衆前衛組
織・労働者組織への国家による弾圧、労働組合
の体制内包摂の徹底。国家は債務の増大に対応
するため、社会保障費を切りつめるにいたった。
階級関係の複雑多様化とともに、政党は階級の
代表としての機能を果たせなくなり、議会は政
治的取引所としての信頼を失った。政党は、国
民政党として広範な国民各層からの支持をえら
れなくては存続できなくなり、保守と革新の立
場的差異は不明確となり、「経済成長」と「雇
用確保」というスローガンだけがかろうじて求
心力を保っていた。
コーポラティズムも危機にいたる。労働組合、
業界団体、経営者組織などは、ただひたすら個
別利害を追求する既得権益層として映るように
なり、ますます信用できないものとなっていっ
た。事実、「改革」が訴えられると必ずやり玉
に挙げられたのは、コーポラティズム的な諸団
体であった。ネオ・リベラリズムが、その反動
ぶりを露骨にしめしながらも広範囲な大衆的支
持をえることができたのは、国家からの自由、
民間へのエンパワーメントなどの正義をかざし
ながら、コンセンサス・ポリティクスとコーポ
ラティズムの連関のなかで既得権に与っていた
者達を、社会的な敵として仕立てることに成功
したからである。たとえば、失業者にたいして
労働組合の既得権をあげつらい、没落しつつあ
る中間層にたいしては貧困層向けの社会保障の
放漫ぶりを指摘するというわけである。
このようにネオ・リベラリズムとは、1970
年代初頭には誰の目にも明らかになっていた、
先進資本主義国家における資本制生産の危機に
たいするリアクションであり、蓄積様式にたい
して桎梏ともなっていた調整様式を解体し、蓄
積エンジンに再点火しようとする試みであった。
しかし、冷戦構造の解体とともに、資本のグ
ローバル化が拡大深化するにつれて、国家と資
本の関係は激変してゆく。資本は、国際競争に
さらされ、もはや国民国家の枠組みにとどまっ
ていては存続できない。たとえば、もはや製造
業としての立地条件を失いつつあった合衆国は、
「金融立国」へと舵を切った。そして、金融自
由化という名の「自由」を、国家戦略として各
国に押しつけたのである。合衆国は、金融セン
ターとしての生き残りを模索した。しかし、そ
れは皮肉にもそれは合衆国国民経済の利害との
離反を引き起こした。グローバルな投資の対象
である米企業は、グローバルなかたちで資本の
論理と利潤を追求することになった。国民経済
の利害と多国籍企業としての利害が衝突したと
現代資本主義国家についてのノート
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き、後者を選択しなければ、企業は投資対象と
して不適との烙印をおされかねない。
資本のグローバライぜーションの進行は、こ
うしてますます国民国家の枠組みに囚われたま
まの蓄積様式と調整様式の結合を、時代遅れで
機能不全なものに追いやっている。国家と資本
の関係が根本的に変わってしまった今、資本主
義国家もまた生き残りを模索して新たな形態へ
と移行しつつある。
３．資本主義国家の現代的傾向
福祉国家を地平として共有するコンセンサ
ス・ポリティックス、コーポラティズムを媒介
とした社会的利害調整の機能不全は、すなわち
先進資本主義国家における民主主義の危機を意
味する。また、資本主義企業における意志決定
プロセスの変容は、国家にも影響を及ぼさずに
はいない。かつて、コーポラティズムが機能し
ていた時代には、合議的な意志決定、なかでも
労働組合やときには行政も参加するコーポラテ
ィズム的な意志決定が是とされていた。しかし、
グローバルな競争は、もはやそのような「悠長
な」意志決定を資本主義企業に許さない。トッ
プダウン的な意志決定が、生き残り戦略の要と
なった。それはすなわち、大衆の国家へのまな
ざしとも重なる。議会というおしゃべり小屋で
時間を費やしている暇はない、行政のリーダー
が景気対策を迅速に実行する必要がある、とい
うわけだ。議会への不信と行政・執行権の膨張
拡大は、世界的な傾向である。とくに、景気対
策、危機管理といった国家の最優先課題ほど、
議会による公の議論を事実上へないで、決定・
施行されているという事実がある。たとえば、
執行権は、議会による予算承認の手続きよりも、
中央銀行による金融政策に頼る傾向にある。
また、景気対策と雇用確保が、住民との統治
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契約
4 4
のなかでますますプライオリティを占める
につれて、国家の資本戦略、市場の管理がます
ます重要な課題となっている。そして、しばら
く前までは新興国のスタンダードとされていた
諸政策までも、先進諸国が採用するようになっ
ている。すなわち、為替相場の管理であり、資
源争奪戦への国家関与、グローバルな産業立地
競争、産業再編への国家介入と管理、国家ファ
ンドによる民間企業への投資、などである。も
ちろん、それらには今回の金融危機にたいする
緊急避難的な政策として始まったものも多いが、
激化する国際競争から自国産業を守り、競争力
を維持するためには、今後も継続されなければ
ならない。ヨアヒム・ヒルシュのいう「国民的
競争国家」がその全貌を現しつつあるかもしれ
ない。
最後に、中国国家の問いにもどろう。経済政
策に限ってみれば、現在の先進諸国の政策トレ
ンドを中国国家は先んじて採用し、成功したと
いってよい。経済政策的には、他の先進諸国は
中国国家の後追いをしている。したがって、中
国にたいして「経済は先進的、上部諸構造は後
進的」と決めつけることはできない。さらに、
議会あるいはコーポラティズム的中間団体を通
り越して、国家が市場を官僚主義的に管理し、
直接的な住民サーヴィスを拡大し、深化させて
いく傾向が今後とも続くのであれば、われわれ
が見ている中国国家とは、将来民主化されるべ
き国家ではなくて、来るべき国家関係の先駆け
であるかもしれないのである。
